
 第2期中期計画の変更内容について

下記の事象を踏まえ、平成26年２月定例府議会において第2期中期計画の

変更議案を府議会へ提出予定。

○消費税率の引き上げ等に伴い「料金に関する事項」を変更
○運営費負担金の見直し

平成26年度の運営費負担金について外部の専門業者の検証結果に基づき一定の見直しを行い、平成26年２月定例府議会において予算案の提出を予定していることから、予算等の変更を行う。
〇大阪府市共同住吉母子医療センター（仮称）の整備

土壌汚染の処理等新たに対応を必要とする事象が生じ事業費が増額となったため、平成26年2月定例府議会において予算案の提出を予定していることから、予算等の変更及び施設設備に関する計画の変更を行う。
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○　地方独立行政法人は、中期目標に基づき、設立団体の規則で定めるところにより、当該中期目標を達成するための計画（以下「中期計画」という）を作成し、設立団体の長の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。


【法第26条第1項】





○　設立団体の長は、第一項の認可をしようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意


見を聴かなければならない。　　　　　　　　　　　　　　　　 【法第26条第3項】





○　設立団体の長は、公営企業型地方独立行政法人に係る中期計画について、第二十六条第一項の認可をしようとするときは、あらかじめ、議会の議決を経なければならない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


【法第83条第3項】











